
平成30年度主な施策等一覧（住宅都市局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規
民間賃貸住宅を活用した住宅セーフティネッ
ト機能の強化

18,568 1

拡 充 民間木造住宅の耐震改修助成 207,030 2

金山総合駅連絡通路橋の耐震補強 285,000 3

栄地区まちづくりプロジェクトの推進 576,801 4

名古屋駅周辺の地域資源を活かしたまちづく
りの検討

15,000 5

堀川における水上交通の活性化検討 5,000 7
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平成 30年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（新規）民間賃貸住宅を活用した 

住宅セーフティネット機能の強化 
草案頁 ５０頁 

予 定 額 １８，５６８千円 

事業の概要 

 平成２９年１０月２５日に、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の

促進に関する法律の改正法が施行され、高齢者、障害者、低額所得者等の住

宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度等が創設された。 

 本市においても、民間賃貸住宅の登録の促進を図るため、住宅改修や家賃

等低廉化に係る補助制度を創設するとともに、住宅確保要配慮者の居住支援

の促進を図るため、住宅確保要配慮者の入居円滑化に必要な入居相談や生活

支援が適切に提供される仕組みづくりを進める。 

［実施内容］ 

１ 住宅改修費及び家賃等低廉化補助  １５，４００千円 

  ・大家に対する住宅改修費補助 

・大家に対する家賃低廉化補助 

・家賃債務保証業者に対する家賃債務保証料低廉化補助 

※補助にあたっては、入居者の資格を住宅確保要配慮者に限定する必要がある

２ 居住支援の促進           ３，１６８千円 

  ・住宅確保要配慮者への入居相談会の実施、ガイドブックの作成等 

［制度の概要］ 

担 当 課 住宅部住宅企画課     電話 ９７２－２９４１（内線２９４１） 
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平成 30年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （拡充）民間木造住宅の耐震改修助成 草案頁 ３２頁 

予 定 額 ２０７，０３０千円

事業の概要 

大規模地震の被害を軽減するため、耐震改修助成において国の制度

を活用し補助制度拡充を行う。また耐震シェルター等設置助成制度に

おいては、取り組みやすい制度とするため新たに市町村民税非課税世

帯の区分を創設する。 

［制度の概要］ 

 １ 耐震改修助成 

・旧耐震基準の木造住宅について、耐震改修費の一部を助成 

・助成額 

区  分 一般世帯 市町村民税非課税世帯 

補 助 率 対象工事費の４/５以内
現行１/２以内

対象工事費の４/５以内
現行３/４以内

限

度

額

一般改修※１ １００万円／戸 
現行９０万円／戸

１５０万円／戸 
現行１３５万円／戸

段階的

改修※２

１段

階目 
４５万円／戸 
現行４０万円／戸

７０万円／戸 
現行６０万円／戸

２段

階目 
５５万円／戸 
現行５０万円／戸

８０万円／戸 
現行７５万円／戸

※１ 耐震診断判定値を 1.0 以上とする工事 

※２ ２段階に分けて行う工事。１段階目は耐震診断判定値を 0.7以上 1.0 未満等とする 

工事

２ 耐震シェルター等設置助成 

・高齢者や障害者等の方が居住している世帯を対象に、耐震シェ 

ルターや防災ベッドの設置費の一部を助成 

  ・助成額 

区  分 高齢者等世帯 
高齢者等世帯のうち 

市町村民税非課税世帯 

補 助 率 対象設置費の１/２以内 対象設置費の３/４以内

限 度 額 ３０万円／戸 ４５万円／戸 

■■ 

担 当 課 都市整備部耐震化支援室 電話 ９７２－２７８６（内線２７８６）
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平成 30年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （拡充）金山総合駅連絡通路橋の耐震補強 草案頁 ３３頁 

予 定 額 ２８５,０００千円 

事業の概要 

東日本大震災に伴い平成２４年３月に国の基準が改訂されたことを受

け、平成２４年度に実施した耐震診断結果を踏まえて耐震補強を行うも

の。 

 平成３０年度は準備工事及び補強部材の製作を行う。 

[連絡通路橋の概要] 

所 在 地：中区金山一丁目１９０５番地ほか 

  構   造：鉄骨造 

床 面 積：１，９３４㎡ 

  幅員・延長：有効幅員２０ｍ、延長８７．３ｍ 

  供用開始日：平成元年７月９日 

[耐震補強の概要] 

  制振ストッパーの設置等 

[位置図] 

担 当 課 都市計画部交通施設管理課 電話 ９７２－２７７１（内線２７７１） 
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平成 30年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （拡充）栄地区まちづくりプロジェクトの推進 草案頁 ４８頁

予 定 額 ５７６，８０１千円

事業の概要

栄地区においては、平成２５年６月に策定した「栄地区グランドビジョン」

に基づき、久屋大通の再生を進めている。平成２９年度は、９月に「久屋

大通のあり方」を策定し、久屋大通公園の北エリア・テレビ塔エリアにつ

いて、１０月からPark-PFI制度を活用して民間から整備運営事業提案の募

集を行っており、２月中旬に事業者を決定する予定である。 

平成３０年度は、久屋大通公園の北エリア・テレビ塔エリアについて整

備に着手するとともに、南エリアについて整備内容の前提条件の整理を行

うなど、久屋大通の再生を推進する。また、平成２９年度に引き続き栄バ

スターミナル（噴水南のりば）の移転に係る工事を実施する。（平成３１年

３月供用開始予定） 

［事業内容］ 

１ 久屋大通の再生（※）             ４３，７００千円

 ２ 栄バスターミナル（噴水南のりば）の移転整備 ３４６，０８３千円

３ オアシス２１の管理運営等          １８７，０１８千円

  ※債務負担行為（久屋大通公園北エリア・テレビ塔エリアの整備） 

期間：平成３１年度～平成３２年度 限度額：２，６８３百万円 

［対象エリア］ 

担 当 課 
リニア関連都心開発部都心まちづくり課 

 電話 ９７２－２９４７（内線２９４７）
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平成 30年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（拡充）名古屋駅周辺の地域資源を活かした 

まちづくりの検討 
草案頁 ４９頁 

予 定 額 １５，０００千円 

事業の概要 

 平成２６年９月に策定した「名古屋駅周辺まちづくり構想」の基本方針

のひとつに、都心における多彩な魅力を持ったまちをつくり、つないでい

くとしている。柳橋市場界隈、納屋橋・堀川、四間道、円頓寺商店街など

の、多彩な地域資源を活かすために、各地区の魅力やまちづくりの方針な

どの整理をするとともに、各地区をつなぐ回遊性向上策の検討をする。 

 また、名駅四丁目周辺地区では、この地域の食文化を支える柳橋市場な

どの地域資源がある一方で、建物の老朽化などの地域課題がある。この地

区の民間開発による整備を促進するために、機運醸成を図りつつ、関係地

権者の意向をふまえた開発の方向性の検討をする。 

 また、地下鉄東山線の名古屋から伏見間において、昭和３９年と４２年

に新駅設置の請願がされている。まちづくりの一環として、民間活力によ

る新駅設置の可能性を検討するため、想定による駅のレイアウトや工事工

法、概算整備費、整備期間等の検討をする。 

[事業内容] 

 名古屋駅周辺の地域資源を活かしたまちづくりの検討 

・地域資源を活かした魅力向上の検討 

・名駅四丁目周辺地区の開発の方向性の検討 

・地下鉄新駅設置実現可能性検討 

担 当 課 
リニア関連都心開発部リニア関連・名駅周辺開発推進課 

電話 ９７２－３９８８（内線 ３９８８）
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別紙 名古屋駅周辺の地域資源「名古屋駅周辺まちづくり構想」より 

注）図中の「名駅南地区まちづくり研究会」は平成 28 年 6 月に解散し、平成 28 年 7 月、

新たに「名駅南地区まちづくり協議会」が設立されております。   

凡例 

：地域資源 

：地元まちづくり団体 
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平成 30年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （拡充）堀川における水上交通の活性化検討 草案頁 ４９頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

熱田から都心部を経て名古屋城に通じる歴史軸の魅力を最大限に高め

る取り組みの一環として、宮の渡し（熱田神宮）、納屋橋、朝日橋（名古

屋城）といった観光拠点を堀川における水上交通で結ぶことへの期待が高

まっている一方で、潮の干満による運航の制限などの課題も存在してい

る。 

このような中、現状では不定期運航のみとなっている堀川における民間

事業者による水上交通の運航拡充に向けた課題への対応等の検討を行う

もの。 

［事業内容］ 

 堀川における水上交通の活性化検討 

・現地検証を含む、運航制限への具体的な対応策の検討 

・水上交通のネットワーク化に向けた、中川運河との連携方策の検討 

担 当 課 
都市整備部名港開発振興課 

電話 ９７２－２７１６（内線２７１６）


